
相模原市公契約条例に係る契約書について 

相模原市公契約条例（平成２３年相模原市条例第２９号。）の対象工事請負契約や対象業務委託

契約等の契約書には、同条例第８条各号に掲げる事項を定めるため、下記の契約条項を加えます。 
なお、各業務の契約書については、案件ごとに内容を御確認いただくこととなります。 

参 考 

 

（台帳） 

第Ａ条 受注者は、相模原市公契約条例（平成２３年相模原市条

例第２９号。以下「公契約条例」という。）第８条第１号に規定す

る台帳（以下「台帳」という。）を作成しなければならない。  

２ 受注者は、台帳の写しを、発注者が指定する期日までに発注

者に提出しなければならない。 

（対象労働者への周知） 

第Ｂ条 受注者は、次に掲げる事項を、この契約に係る作業が行

われる作業場の見やすい適切な場所に掲示し、又は書面で交

付することにより、公契約条例第６条に規定する対象労働者

（以下「対象労働者」という。）に周知しなければならない。 

(1) 対象労働者の範囲 

(2) 公契約条例第６条に規定する労働報酬下限額 

(3) 公契約条例第９条の規定による申出をする場合の申出先 

(4) 公契約条例第９条の規定による申出をしたことを理由に、解

雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いをしてはならない

こととされていること。 

（対象労働者からの申出に対する対応） 

第Ｃ条 受注者は、対象労働者から公契約条例第９条の規定に

よる申出があった場合は、誠実に対応するとともに、当該対象

労働者が当該申出をしたことを理由に、当該対象労働者に対

して解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いをしてはな

らない。 

（労働報酬の支払い） 

第Ｄ条 受注者は、対象労働者に労働報酬が支払われるべき日

において、支払われるべき当該労働報酬が支払われていない

場合にあっては公契約条例第８条第５号に規定する基準額

（以下「基準額」という。）を、支払われた当該労働報酬の額が

基準額を下回る場合にあってはその差額を、当該日から起算

して１４日を経過する日までに、当該対象労働者が受け取るこ

とができるようにしなければならない。ただし、当該基準額又は

当該差額のうち当該対象労働者に支払われないことに正当な

理由があると認められる部分については、この限りでない。  

（労働者の継続雇用） 

第Ｅ条 受注者は、当該契約の業務が継続性を有するものである

場合においては、この契約の締結前からこの契約に係る作業

と同一の作業に従事していた労働者のうち希望する者を雇用

するよう配慮すること。 

 

 

（立入調査等） 

第Ｆ条 受注者は、公契約条例第１０条第１項の規定による報告

若しくは資料の提出の求め又は立入調査に応じなければなら

ない。 

（是正措置） 

第Ｇ条 受注者は、公契約条例第１０条第１項又は第２項の規定

による報告若しくは資料の提出又は立入調査の結果、受注者

が第Ａ条から第Ｄ条まで又は第Ｆ条に定める事項に違反して

いると発注者が認め、当該違反を是正するための措置を講ず

るよう求められた場合は、速やかに当該措置を講ずるとともに、

その内容を発注者が指定する期日までに発注者に報告しなけ

ればならない。 

（公表） 

第Ｈ条 発注者は、第Ａ条から第Ｄ条まで又は第Ｆ条若しくは第

Ｇ条に規定する事項に重大な違反が判明した場合は、公契約

条例第８条第９号に定める事項を公表することができる。 

（発注者の解除権の特則） 

第Ｉ条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、この契約を解除することができる。 

(1) 受注者が、公契約条例第１０条第１項の規定による報告若し

くは資料の提出をせず、虚偽の報告若しくは資料の提出をし、

又は同項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し

た場合 

(2) 受注者が、第Ｇ条に規定する是正の措置を講じず、若しくは

報告をせず、又は虚偽の報告をした場合 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受

注者は、契約金額の１０分の１に相当する額を違約金として発

注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

３ 前項の場合において、第○条の規定により契約保証金の納付

又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発注者

は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金に充当す

ることができる。 

※「契約の保証」についての条項を記入する。 


